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第１章  酒類販売管理者 

 

 

 
 
 
 

この章では、酒類の特性及びそれを踏まえた酒類業に対する社会的要請にふれ、酒類

販売管理者に求められている役割などについて説明しています。 

 

 

酒類の特性を踏まえた社会的要請への取組が

酒類業に求められています。 

 

酒類の特性 

 

酒類の小売販売場ごとに酒類販売管理者を選任

しなければなりません。 

酒類販売管理者

の選任 

酒類の販売業務に関する法令の規定を遵守した

業務が行われるよう酒類小売業者に助言し、又は

従業員等に指導しなければなりません。 

酒類販売管理者

の役割 

酒類販売管理者が長時間不在となるときなどは、

酒類販売管理者に代わる責任者を指名し、配置

することが求められています。 

責任者の 

指名・配置 
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１ 酒類の特性 

○ 代表的な嗜好品であること 

酒類は代表的な嗜好品の一つです。現在の食生活においては多様な飲食料品が消費

されるようになり、酒類以外にも様々な嗜好品がありますが、酒類はその中でも多く

の消費者に選択されているものということができます。また、昔から「酒は百薬の長」

とも言われています。飲酒の効用として、ストレスや疲れの解消、人間関係の潤滑油、

仲間との連帯感の醸成等が挙げられます。 

○ 文化・伝統性を有すること 

酒類はその国の「食文化」と関わりの深い飲料です。 

しかし、近年、食べながら飲むことや地酒（その地域で造られた酒類）と地域の食

文化とのつながりが深いといったことへの認識が希薄化しているように思われます。

外国で日本食と清酒がセットでブームになっていると聞いて「なるほど」と思われる

人も少なくないと思いますが、国内ではあまり認識されていないのではないでしょう

か。 

今日、社会経済がボーダーレス化する中で、酒の文化（食と共に）や伝統性（種類

や飲み方）を国民や諸外国に対して、どのように訴え得るかが課題となっていますが、

そうした視点はまだ弱いようです。 

生活水準の向上に伴い、酒類は日常的な飲料となり、これまでのような食との繋が

りや家庭内で飲むといったスタイルだけではなくなってきています。酒類業者をはじ

め社会一般において、改めて酒類のメリットを活かしデメリットを十分認識した飲み

方を啓発するといった飲酒教育の必要性が高まってきているといえるのではないでし

ょうか。 

地域社会の有り様にも関わりますが、かつては地域毎に特色のある酒類が生産され、

お屠蘇はその一例ですが、祭りやハレの日に飲むことで「飲酒文化」が育ち、かつ、「飲

酒教育」が行われていました。今後においてもそうした文化・伝統を認識することで、

無茶飲みや一気飲み、アルコール依存症等の問題を抑止する効果が期待できるのでは

ないでしょうか。 

○ アルコール飲料（致酔性、習慣性を有する）であること 

酒類は致酔性飲料であり、これまでにも過度の飲酒や致酔性に配慮しない販売姿勢

等は事件、事故、トラブルの原因として事が起きるたびに問題視されてきました。 

過度の飲酒を助長することが、アルコール依存症などにつながり、健康への影響（生

活習慣病の発症）が医療費等を通じた社会的コストの増加に繫がることを認識する必

要があります。 



第１章 酒類販売管理者 

- 3 - 

 

酒類は大人の飲み物として未成年者の興味を引きやすい飲料です。そこには大人の

イメージ、ファッション性というものが背伸びをする誘因としてあります。 

しかし、未成年者の飲酒は、身体の成長を妨げる、学校生活に悪影響を及ぼし成績

の低下につながる、大人に比べて依存がより早期に形成される、違法薬物へと進む入

り口となるほか、飲酒開始年齢が若いほど後に飲酒にまつわる危険な行動をとりやす

いことが指摘されているなど、多大な悪影響を及ぼします。 

近年における酒類の一般商品化、購入アクセスの容易化は、未成年者の飲酒問題、

健康への影響の問題等に対する配慮の必要性を拡大させています。 

酒類を飲む場が家庭内から家庭外、職場関係から仲間内になり、また、前ページの

「文化・伝統性を有すること」でも述べているとおり、酒類の飲み方の文化も大きく

変様しています。その中で、人々の生活と地域社会との関わりも希薄になり、未成年

者飲酒問題をはじめ様々な問題を拡大させています。 

過度の飲酒が問題視されるのは、飲酒した本人にとどまらず、その周辺の者や全く

関係のない第三者にまで影響を与える場合があるためです。 

 

２ 酒類業に対する社会的要請 

これまで、酒類業者の責任は、酒類が高率な酒税を課されている担税物資であるこ

と、つまり、酒税を円滑に確保するということに集約して考えられてきました。 

しかし、近年は、これに加えて、「１ 酒類の特性」等を踏まえ、様々な観点から広

く次のような社会的要請への取組が酒類業に求められています。 

（注）ここでいう「社会的要請」については、経済的な側面からの要請も含むより広い意味合いで使われています。 

① 消費者ニーズに応えた商品（安全で品質の高い酒類）の供給と、適正な表示

（消費者に分かりやすい表示）を含めた酒類に関する情報の消費者への積極的

な提供 

② マナー広告の実施など飲酒教育及び啓発 

③ 公正な競争の確保のための国税庁の指針や不当廉売、差別対価等への対応に

ついての公正取引委員会の酒類ガイドラインの遵守等による自由かつ公正な取

引の確保 

④ 生産の効率化、流通コストの縮減等効率的な事業経営と酒税の確保への貢献 

⑤ 未成年者の飲酒防止 

⑥ 飲酒に起因する各種の事件、事故、トラブル、健康障害の発生防止 

⑦ リサイクルに関する責任の遂行 
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《ポイント》 

○ 酒類小売業者が遵守すべき事項 

＜酒類販売管理者の選任＞ 

１ 酒類小売業者は、酒類販売業免許を受けた後遅滞なく酒類販売管理者を選任する

必要があります。 

２ 酒類販売管理者は、次に掲げる者から選任してください。 

① 引き続き６か月以上の期間雇用を予定している者 

② 他の販売場で酒類販売管理者に選任されていない者 

３ 酒類販売管理者を選任（または解任）したときは、２週間以内に「酒類販売管理

者選任（解任）届出書」を販売場の所在地を所轄する税務署に提出する必要があり

ます。 

４ 未成年者であるなど、一定の要件（酒類業組合法第 86条の９第２項）に該当する

者は酒類販売管理者に選任できません。 

＜酒類販売管理研修の受講＞ 

１ 酒類小売業者は、酒類販売管理者を選任したときは、３か月以内に酒類販売管理

研修を受講させるよう努める必要があります。 

２ 酒類販売管理研修は、酒類販売管理者の知識の維持・向上を図るため、概ね３年

ごとに受講していただくようお願いしています。 

＜罰則＞ 

１ 酒類販売管理者を選任しなかった場合には 50 万円以下の罰金に処されることが

あります。 

２ 「酒類販売管理者選任（解任）届出書」を税務署に提出しなかった場合には、10

万円以下の過料に処されることがあります。 

※ 罰金刑に処された場合には、酒類販売業免許の取消要件に該当します。 

３ 酒類販売管理者 

(1) 酒類販売管理者の制度が設けられた経緯 

平成 15年９月１日をもって酒類小売業免許の人口基準が廃止されたこと等、酒類小

売業免許に係る規制緩和が進展する中で、酒類業を巡る環境の変化を見据え、①酒類

業免許の人的要件を整備するとともに、②未成年者飲酒防止等の社会的要請の高まり

に応え、販売場において法令を遵守した酒類の適正な販売管理を確保するための体制

の整備を図る等、所要の措置を講ずる必要があるとして、平成 15 年の通常国会におい

て酒税法及び酒税の保全及び酒類業組合等に関する法律（酒類業組合法）の一部が改

正され、酒類小売業者は、酒類の小売販売場ごとに酒類販売管理者を選任

（注）「酒類の小売販売場」とは、酒類製造業者及び酒類販売業者以外の者に酒類を販売する場所をいいます。 

しなければ

ならないこととされました。 

 また、酒類小売業者には、酒類製造者又は酒類卸売業者であって、酒類製造者及び酒類販売業者以外の者に

販売する者を含みます。 
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《ポイント》 

○ 酒類小売業者の報告義務 

①から⑦に掲げる事項の税務署への報告については、「『未成年者の飲酒防止に関す

る表示基準』の実施状況等報告書」を販売場の所在地を所轄する税務署に提出するこ

とにより行います。 

毎年４月末日（４月末日が土曜日、日曜日、休日の場合は翌週の月曜日またはその翌

日）が提出期限となっていますので、提出漏れのないようご注意ください。 

 

(2) 酒類販売管理者の役割 

酒類の小売販売における社会的要請への取組としては、法令上の義務の履行から、

消費者の利便性確保等のための自主的取組まで様々なものが考えられますが、酒類は

国民の生活に大変関わりの深い飲料であり、個々の販売場においては、これらの要請

にしっかりと応えていく必要があります。 

その中で、酒類販売管理者は、その選任された酒類の小売販売場において、酒類小

売業者又は酒類の販売業務等に従事する者に対し、これらの者が酒類の販売業務に関

する法令の規定を遵守してその業務を実施するために必要な助言又は指導を行います。 

具体的な指導内容を例示すると、次のとおりです。 

① 酒類と他の商品との明確な区分陳列 

② 酒類の陳列場所における「酒類の売場である」又は「酒類の陳列場所であ

る」旨及び「20 歳以上の年齢であることを確認できない場合には酒類を販売

しない」旨の適正な表示 

③ 酒類自動販売機の適切な管理及び表示基準に基づく適正な表示 

④ ポスターの掲示、店内放送などによる未成年者飲酒防止及び適正飲酒等の

注意喚起 

⑤ 未成年者と思われる者に対する年齢確認の実施 

⑥ 酒類の特性、商品管理等の知識の普及 

⑦ その他酒類の販売業務に関する法令の知識の普及 

なお、これら酒類販売管理者が行う助言や指導について、酒類小売業者は税務署に

報告することが求められています。 
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(3) 酒類販売管理者に代わる責任者 

酒類の適正な販売管理の実効性を確保するために、酒類販売管理者が、その選任さ

れた販売場に長時間不在となるときなど、次の①～⑦に掲げるいずれかに該当する場

合には、その販売場において酒類の販売業務に従事する者の中から酒類販売管理者に

代わる者を「責任者」として必要な人数を指名し、配置

この

するよう国税当局から指導が

行われています。 

責任者は、成年者を指名することが望ましく、特に夜間（23 時～翌日５時）に

おいては成年者を指名し、配置

（注）満 18 歳未満の者を午後 10 時から午前５時までの間業務に従事させた場合、労働基準法違反に該当し、懲役

又は罰金の刑に処される場合があります。 

するよう指導が行われています。 

 
 

○ 酒類販売管理者に代わる責任者の指名の基準 

① 夜間において、酒類の販売を行う場合 

② 酒類販売管理者が常態として、その選任された販売場に長時間（２～３時

間以上）不在となることがある場合 

③ 酒類売場の面積が著しく大きい場合（100平方メートル以上の場合） 

この場合、100 ㎡を超えるごとに、１名以上の責任者を指名することが求められています。 

④ 同一建物内において酒類売場を設置している階が複数ある場合 

この場合、酒類販売管理者のいない各階ごとに、１名以上の責任者を指名することが求め

られています。ただし、レジスター等により代金決済をする場所が各階になく１か所にしか

ない場合で、かつ、酒類販売管理者のみで酒類の適正な販売管理が確保できると認められる

場合は、酒類販売管理者に代わる責任者を指名しなくても差し支えないものとされています。 

⑤ 同一の階にある複数の酒類売場が著しく離れている場合（20メートル以上

離れている場合） 

⑥ 複数の酒類売場が著しく離れていない場合であっても、同一の階において

酒類売場の点在が著しい場合（３か所以上ある場合） 

⑦ その他酒類販売管理者のみでは酒類の適正な販売管理の確保が困難と認め

られる場合 
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【参考１】 酒類販売管理者の制度 

 

 

酒類販売管理研修とは… 

研修実施団体が行う酒類の販売業務に関する法令に係る研修を、酒類販売管理研修とい

います。これは酒類販売管理者が、未成年者と思われる者に対する年齢確認の実施及び酒

類陳列場所における表示など酒類の販売業務を行うに当たって遵守すべき法令に関する事

項のほか、アルコール飲料としての酒類の特性や酒類の商品知識等を修得することにより、

その資質の向上を図り、もって販売場における酒類の適正な販売管理の確保等について実

効性を高めることを目的として実施されるものです。 

なお、近年、酒類販売を取り巻く環境が大きく変化する中で、未成年者飲酒防止をはじ

めとした酒類販売に対する社会的要請は一層高まっています。これらに適切に対応するた

めには、酒類販売管理者の果たす社会的役割が非常に重要となることから、酒類販売管理

者は、定期的に研修を受講して、常に新たな知識を修得していただく必要があります。以

上のことから、法令に規定はありませんが、前回の研修の受講日からおおむね３年を経過

することとなる酒類販売管理者には、改めて受講（再受講）させていただくよう国税当局

から酒類小売業者へ周知が図られています。 

税 

務 

署 

酒類小売業者 

選 

任 

助 

言 

酒類販売管理者 

従業員等 

指 

導 

酒
類
販
売
管
理
研
修
実
施
団
体(

小
売
酒
販
組
合
等) 

 

酒類販売管理者選任届出書の提出 

※選任後２週間以内 

研修受講者 

名簿の提出 

受講証交付 

研修受講  
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【参考２】主要酒類の酒税等負担率表 

 

（平成 26年 12月現在） 

区 分 
 

品 目 
容 量 アルコール分 

代表的なもの 
の小売価格 
（税込み） 

① 

酒 税 額 
② 

消費税額 
③ 

酒税等負担率 
(②＋③)／① 

 

清 酒 

ml ％ 円 円 円 ％ 

1,800 15.0 2,017 216.00 149.44 18.1 

連続式蒸留 
し ょ う ちゅ う 

1,800 25.0 1,482 450.00 109.84 37.8 

単 式 蒸 留 
し ょ う ちゅ う 

1,800 25.0 1,844 450.00 136.56 31.8 

ウ イ ス キ ー 700 43.0 1,814 301.00 134.40 24.0 

ビ ー ル 

633 5.0 355 139.26 26.30 46.6 

350 5.0 221 77.00 16.37 42.2 

発 泡 酒 

麦芽比率 25％ 

未満のもの 

350 5.5 164 46.98 12.15 36.1 

その他の醸造酒 
（発泡性）① 

350 5.0 143 28.00 10.59 27.0 

リキュール 
（発泡性）① 

350 5.0 143 28.00 10.59 27.0 

 

（注）１ 清酒、連続式蒸留しょうちゅう、単式蒸留しょうちゅう及びウイスキーは、大手主要銘柄のメー

カー参考小売価格である。 

また、ビール、発泡酒、その他の醸造酒及びリキュールはオープン価格であるため、大手コンビ

ニエンスチェーンにおける代表的な小売価格を掲げた。 

なお、ビール（633ml）には容器保証金（５円）が含まれている。 

２ その他の醸造酒（発泡性）①及びリキュール（発泡性）①とは、ホップ又は財務省令で定める苦

味料を原料の一部とした酒類で酒税法第 23条第２項第３号イ又はロに該当するものをいう。 

   ３ 消費税率は８％で計算している。 
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【参考３】酒類販売管理者選任（解任）届出書様式及びその記載例 

届出書は国税庁ホームページでダウンロードできます。 

（http://www.nta.go.jp/tetsuzuki/shinsei/annai/hambai/annai/pdf/3011_1_1.pdf） 

 

 

記 載 例 
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【参考４】「未成年者の飲酒防止に関する表示基準」の実施状況等報告書様式 

報告書は国税庁ホームページでダウンロードできます。 

（http://www.nta.go.jp/tetsuzuki/shinsei/annai/hambai/annai/pdf/3007.pdf） 

 

「未成年者の飲酒防止に関する表示基準」の実施状況等報告書 

 

収 受 印  ※税務署整理欄 局署番号      整理番号         

平成  年  月  日 

 

 

 

税務署長 殿 

報

告

者 

（住所） （電話） 

局 
 

番 

（氏名又は名称及び代表者氏名） 

 

㊞ 

（酒類販売管理者の氏名及び年齢） 

（  歳） 

（酒類販売管理者選任届出書） 

提出済 □ 

未提出 □ 

（酒類小売販売場の所在地及び名称） 

 

(酒類販売管理者に代わる責任者の人数) 

101総数：    名 

(注) 責任者を指名している場合は、２面の「酒類販売

管理者関係」の《酒類販売管理者に代わる責任者

の氏名・指名の基準》にも記載してください。 

104（店舗全体の面積） 
 
 
 

㎡ 

105（酒類売場の面積） 
 
 
 

㎡ 

106（営業時間） 

時  分～  時  分・24時間 

（定休：           ） 

(注)24 時間表記で記載してください。 

102（免許条件） 

１：製造 ２：小売業（卸小売兼業を含む） ３：期限付小売業（免許期間：平成  年  月  日～  年  月  日） 

103（酒類小売販売場の業態等の区分） 
１：一般酒販店（酒屋、酒類専門店等）  ２：コンビニエンスストア  ３：スーパーマーケット  ４：百貨店  
５：１～４以外の量販店（ディスカウントストア等） ６Ⓐ：業務用卸主体店、６Ⓑ：ホームセンター・ドラッグストア 
６Ⓒ：その他（生活協同組合、農業協同組合、ギフトショップ、ピザ宅配店、弁当・惣菜店、果物店、生花店、菓子店等） 

107 平成  年４月１日現在、酒類の販売（売場のみではなく、通信販売等すべての酒類販売）を行っていない場合は、酒類の
販売を行っていない理由に○印を付し、１及び２については、年月を記入してください。 
酒類の販売を行っていない場合は、101、105及び 108以降の項目については記載不要です。 

１：平成  年  月以降販売予定 ２：平成  年  月まで販売していたが現在販売していない ３：その他 

平成  年４月１日現在（期限付酒類小売業免許を受けた者は上記の免許期間）における未成年者の飲酒防止に関する表示基

準（以下「表示基準」という。）の実施状況、酒類販売管理者が行う助言等及び経営に関する情報について、酒税の保全及び酒

類業組合等に関する法律第 91 条及び同法施行規則第 11 条の 16 の規定により報告します。また、酒類の適正な販売管理の確保

のための取組状況及び自動販売機の設置状況等について併せて報告します。 

項 目 区 分 
※税務署整理欄 

（実態確認状況） 

表

示

基

準

の

実

施

状

況

等

 

１ 酒類の陳列場所を設けて販売している。 
「いいえ」に「○」を付した方は、次の(1)及び(2)の記載は不要です。 

は い・いいえ 108 
□ 適 

□ 不適 

 

(1) 酒類の陳列場所に、表示基準に則って「酒類の売場である」又は「酒

類の陳列場所である」旨及び「20歳以上の年齢であることを確認できな

い場合には酒類を販売しない」旨の表示を行っている。 

は い・いいえ 109 
□ 適 

□ 不適 

 

(2) 酒類の陳列場所が壁等により他の商品の陳列場所と明確に分離されて

いない場合は、明確に区分するための表示（「陳列されている商品が酒類

である」旨及び「20歳以上の年齢であることを確認できない場合には酒

類を販売しない」旨の表示）を行っている。 

は い・いいえ 110 
□ 適 

□ 不適 

２ 酒類の通信販売（インターネットを含む）を行っている。 
(注)１ この表示基準でいう「通信販売」とは、「通信販売酒類小売業免許」を付与されて行う

ものに限らず、一般酒類小売業者が免許条件の範囲内で行う通信販売を含み、商品の内

容・価格などをカタログ、新聞折込チラシなどで提示し、郵便、電話、ファックスなどの

方法で注文を受けて行う販売をいいます。 

２ 「いいえ」に「○」を付した方は、次の項目の記載は不要です。 

は い・いいえ 111 
□ 適 

□ 不適 

 インターネットで酒類の販売を行っている。 は い・いいえ 112 
□ 適 

□ 不適 

 

酒類の通信販売（インターネットを含む）における広告、カタログ、

申込書、納品書等に、表示基準に則って「未成年者に対しては酒類を販

売しない」旨の表示を行っている。 

は い・いいえ 113 
□ 適 

□ 不適 

  酒類の購入申込書等に年齢記載欄を設けている。 は い・いいえ 114 
□ 適 

□ 不適 

３ 酒類の自動販売機を設置している。 
（注）酒類の自動販売機を設置している場合は、３面の《酒類の自動販売機に対する表示基準の

実施状況等》にも記載してください。 

は い・いいえ 115 
□ 適 

□ 不適 
 

※税務署整理欄 入力年月日  担当者印  

 

CC1-3007 
１ 

面 

 

酒 税 
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助
言
等
の
状
況 

１ 酒類販売管理者は、酒類小売業者に対し、酒類の販売業務を行うに当た
って遵守すべき法令（表示基準の遵守、未成年者飲酒防止等）に基づいた
適正な販売管理の確保を図るための措置及び酒類の販売業務に従事する従
業員等に対する指導が徹底されるための体制の整備に関する事項を助言し
ている。 

は い・いいえ 116 
□ 適 

□ 不適 

２ 酒類販売管理者は、酒類の販売業務に従事する従業員等に対し、酒類の
販売業務を行うに当たって遵守すべき法令（表示基準の遵守、未成年者飲
酒防止等）に関する事項について指導を行っている。 

は い・いいえ 117 
□ 適 

□ 不適 

《酒類の適正な販売管理の確保のための取組状況》※任意記載事項ですが、記載していただくようお願いいたします。 

項 目 区 分 
※税務署整理欄 

（実態確認状況） 

飲
酒
防
止
関
係

未
成
年
者
の 

１ 未成年と思われる者に対して、年齢確認を行っている。 は い・いいえ 118 
□ 有 

□ 無 

２ 未成年者の飲酒防止を啓発するための店内放送、店頭・売場等への表示、

ポスターの掲示等を行っている。 
は い・いいえ 119 

□ 有 

□ 無 

防

止

関

係 

飲

酒

運

転 

１ 酒類の陳列場所、店頭、レジ等に「飲酒運転は禁止されている」旨の表

示又は飲酒運転の防止に関するポスターの掲示を行っている等、飲酒運転

防止のための取組を行っている。 

は い・いいえ 120 
□ 有 

□ 無 

２ 自動車等で来店したと思われる者に対して「飲酒運転をしないように」

といった一声運動を行っている。 
は い・いいえ 121 

□ 有 

□ 無 

リ
サ
イ
ク
ル
関
係 

酒

類

容

器 

１ リターナブルびんを使った酒類を販売している。 は い・いいえ 122 
□ 有 

□ 無 

２ リターナブルびんの回収を行っている。 は い・いいえ 123 
□ 有 

□ 無 

３ 消費者が販売場に容器を持参した場合の回収マニュアルを定めており、

これに基づき酒類容器のリサイクルに積極的に取り組んでいる。 
は い・いいえ 124 

□ 有 

□ 無 

４ 酒類の陳列場所、店頭、レジ等に「リターナブルびんの回収を行ってい

る」旨の表示を行っている。 
は い・いいえ 125 

□ 有 

□ 無 

関

係 

適
正
飲
酒 

適正飲酒を啓発するための店内放送、店頭・売場等への表示、ポスター

の掲示等を行っている。 
は い・いいえ 126 

□ 有 

□ 無 

酒
類
販
売
管
理
者
関
係 

酒類販売管理研修を受講している。 

 

は い・いいえ 127 
□ 有 

□ 無 

《酒類販売管理者に代わる責任者の氏名・指名の基準》 

氏 名 （ 年 齢 ） 指名の基準（注） 氏 名 （ 年 齢 ） 指名の基準（注） 

(   歳)  (   歳)  

(   歳)  (   歳)  

(   歳)  (   歳)  

(   歳)  (   歳)  

（注）「指名の基準」欄には、次の《責任者の指名の基準》のいずれかに該当する番号を記載してください。 

《責任者の指名の基準》 

番号 基 準 

１ 夜間（23 時から翌日５時）において、酒類の販売を行う場合（成年者の指名をお願いします。） 

２ 
酒類販売管理者が常態として、その選任された販売場に長時間（２～３時間以上）不在となることが

ある場合 

３ 酒類売場の面積が著しく大きい場合（100 平方メートルを超えるごとに、１名以上の責任者を指名） 

４ 
同一建物内において酒類売場を設置している階が複数ある場合（酒類販売管理者のいない各階ごとに、

１名以上の責任者を指名） 

５ 同一の階にある複数の酒類売場が著しく離れている場合（20 メートル以上離れている場合） 

６ 
複数の酒類売場が著しく離れていない場合であっても、同一の階において酒類売場の点在が著しい場

合（３箇所以上ある場合） 

７ その他酒類販売管理者のみでは酒類の適正な販売管理の確保が困難と認められる場合 
 

２ 

面 

右の区分で「はい」の場合は直近

の受講年月日 

平成   年   月   日 

 

 

 

 

責任者を指名している場合は、記載漏れのないよう

お願いします。 
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《酒類の自動販売機に対する表示基準の実施状況等》 

順 号 301 401 501 601 
※税務署整理欄 

（実態確認状況） 

自動販売機の設置年月 
昭 
平 

年  月 
昭 
平 

年  月 
昭 
平 

年  月 
昭 
平 

年  月 2  

自 動 販 売 機 の 種 類 改良型・改良型以外 改良型・改良型以外 改良型・改良型以外 改良型・改良型以外 3  

自動販売機の設置位置 店内 ・ 店外 店内 ・ 店外 店内 ・ 店外 店内 ・ 店外 4  

表
示
基
準
の
実
施
状
況
等 

酒
類
自
動
販
売
機
に
係
る 

未 成 年 者 の 飲 酒 は 
禁 止 さ れ て い る 旨 

有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 5 □適 □不適 

免 許 者 の 氏 名 

又 は 名 称 
有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 6 □適 □不適 

酒 類 販 売 管 理 者 

の 氏 名 
有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 7 □適 □不適 

連 絡 先 の 所 在 地 
及 び 電 話 番 号 

有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 8 □適 □不適 

販 売 停 止 時 間 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 9 □適 □不適 

販
売
機
の
撤
廃
予
定
の
状
況
等

 

店
外
の
改
良
型
以
外
の
酒
類
自
動 

(1) 撤廃の予定等を次

から１つ選択し記号

を○で囲んでくださ

い。 

イ・ロ・ハ・ニ イ・ロ・ハ・ニ イ・ロ・ハ・ニ イ・ロ・ハ・ニ 
10 

 

 

 

 

（イ 早急に撤廃予定 ロ 早急に改良型に切替予定 ハ 稼動させていない ニ 撤廃する予定はない） 

(2) (1)で｢イ｣又は｢ロ｣

を選択した場合には

撤廃予定日又は改良

型への切替予定日を

記載してください。 

撤廃等予定年月日 

年  月  日 

撤廃等予定年月日 

年  月  日 

撤廃等予定年月日 

年  月  日 

撤廃等予定年月日 

年  月  日 

11 

(3) (1)で｢ニ｣を選択し

た場合には撤廃しな

い具体的な理由を右

欄から選択し記号を

○で囲んでください。 

ａ 経済的な理由（売上高の減少、撤廃・改良型切替の費用負担困難） 

ｂ 周辺地域の酒販店が撤去していない 

ｃ その他 具体的に： 

12 

 

遵
守
し
な
い
理
由 

表

示

基

準

を 
(1) 表示基準を遵守し
ない場合その理由を
次から１つ選択し記

号を○で囲んでくだ
さい。 

イ・ロ・ハ・ニ イ・ロ・ハ・ニ イ・ロ・ハ・ニ イ・ロ・ハ・ニ 
13 

 
(イ 基準を知らなかった ロ 基準を理解していなかった ハ 表示し忘れていた ニ 消えていたことに気付かなかった) 

(2) 表示基準を遵守し

た表示を行う予定日
を記載してください。 

表示予定年月日 

年  月  日 

表示予定年月日 

年  月  日 

表示予定年月日 

年  月  日 

表示予定年月日 

年  月  日 
14 

販 売 停 止 等 の た め の 
タイマーの設置の有無 

有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 15 □適 □不適 

セレクトボタン部分への 
酒類である旨の表示の有無 

有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 16 □適 □不適 

→次ページ４面《経営に関する情報》へ進んでください。 

※ 税務署整理欄 

※ 酒類の自動販売機を設置している場合は、次の項目にも記載してください。設置していない場合には記載する必

要はありません。 →次ページ４面《経営に関する情報》へ進んでください。 

 

３ 

面 

 

 

 

 

酒類の自動販売機を設置している場合は、

記載漏れのないようお願いします。 
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《経営に関する情報》 

この欄は、酒類小売販売場単位の売上高等ではなく、個人または法人で行っている事業全体の売上高等
を記入してください。 
２以上の酒類小売販売場を有する場合には、次の酒類小売販売場から提出する報告書のみに記入してく

ださい。 

① 本店所在地（所得税又は法人税の納税地）と所在地が同一の酒類小売販売場 
② ①に該当しない場合 本店所在地の管轄税務署内のいずれかの酒類小売販売場 
③ ①及び②に該当しない場合 本店所在地の都道府県内のいずれかの酒類小売販売場 
④ ①、②及び③に該当しない場合 報告書を提出するいずれかの酒類小売販売場 

個人事業者の方は平成  年分、法人の方は平成  年 1 月 1 日～平成  年 12 月 31 日の間に終了した
事業年度について、損益項目を記載してください（千円未満四捨五入、マイナスの場合は数字の前に△を
付けてください）。また、従業員数については、事業年度末の従業員数を記載してください。 
なお、期限付小売業の方、酒類の卸売業と小売業を兼業している方で酒類の販売数量に占める小売数量

の割合が 50％に満たない場合は、記載不要です。 
 

損
益
項
目
等 

従業員数（201） 人 販売場ごとではなく、全ての従業員数（パート含む） 

総売上高（202）           0 0 0 円 
個人（青色申告）：青色申告決算書の①売上金額 

個人（白色申告）：収支内訳書の④収入金額の計 

法人：損益計算書の売上高 

 内酒類小売による売上高（203）           0 0 0 円 「総売上高（202）」の内、酒類を販売した金額 

売上総利益（204）           0 0 0 円 
個人（青色申告）：青色申告決算書の⑦差引金額 

個人（白色申告）：収支内訳書の⑩差引金額 

法人：損益計算書の売上総利益 

 内酒類小売による売上総利益（205）           0 0 0 円 
「売上総利益（204）」の内、酒類を販売した金額に係る売上

総利益 

営業利益（206）           0 0 0 円 
個人（青色申告）：青色申告決算書の○33差引金額 

個人（白色申告）：収支内訳書の⑲専従者控除前の所得金額 

法人：損益計算書の営業利益 

税引前純利益（207）           0 0 0 円 
個人：所得税の確定申告書Ｂ（第一表）の⑨所得金額合計 

法人：損益計算書の税引前純利益 

酒類に係る受取リベート（208）           0 0 0 円  

 

【 記 載 要 領 】 

１ 酒類小売業者の方は、酒類小売販売場ごとにこの報告書を作成し、4 月 30 日まで（期限付小売業者の方は、販売期間終了

後から１週間以内）に販売場を所轄する税務署に提出してください。 

２ 該当する「番号」、「はい」・「いいえ」、「有」・「無」等に○印を付してください。 

３ 「※ 税務署整理欄」には、何も記載しないでください。 

３面関係 

４ 「自動販売機の種類」欄は、設置している自動販売機が改良型自動販売機である場合には「改良型」を、改良型以外の自動

販売機である場合は「改良型以外」を○で囲んでください。 

【注】 改良型自動販売機とは、対面交付した磁気カードや運転免許証を読み取ることによって稼働可能となる等、未成年

者による酒類の購入を防止することが可能と認められる自動販売機をいいます（現行の酒類自動販売機にカードや運

転免許証の読み取り装置等を装着することにより、同様の機能を有することとなるものを含みます。）。 

５ 「自動販売機の設置位置」欄は、設置している酒類の自動販売機が、店舗の屋内に設置され店内に入らなければ購入するこ

とができない状態となっている場合には「店内」を、それ以外の場合には「店外」を○で囲んでください（例：店舗の敷地内

であっても屋外に設置されている場合には「店外」となります。）。 

６ 「店外の改良型以外の酒類自動販売機の撤廃予定の状況等」欄の(1)は、店外に改良型以外の酒類の自動販売機を設置して

いる場合に、その撤廃予定の状況等をイからニのうちの一つを選択し、記載欄の該当箇所を○で囲んでください。 

【参考】 全国小売酒販組合中央会は、平成７年５月に、平成 12 年５月を期限とする現行の酒類自動販売機の撤廃決議を行い、国税庁とし

ても、平成７年７月に「酒類自動販売機に係る取扱指針」を制定し、酒類販売業者に対して、新たに酒類自動販売機を設置する場

合においては、改良型自動販売機以外は設置しない、また改良型自動販売機以外の酒類自動販売機については、撤廃又は改良型自

動販売機への切換えを行うよう必要な助言を行ってきています。 

７ 「表示基準を遵守しない理由」欄の(1)は、「未成年者の飲酒防止に関する表示基準」を遵守していない場合に、その理由を

イからニのうちの一つを選択し、記載欄の該当箇所を○で囲んでください。 

また、今後、表示をする予定日を(2)の記載欄に記載してください。 

４ 

面 

ご注意ください！ 

複数の販売場をお持ちの場合

は、いずれか１つの販売場（本

店又は任意の販売場）の報告書

にのみ記載してください。 

（全ての販売場の報告書に記

載する必要はありません。） 
 

記載は千円単位ですので、桁誤

りのないようお願いします。 
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